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研究要旨 

【目的】社会福祉施設内従業員の転倒防止において、危険回避行動にセンサ－を用いた危険予知ラ

イトの有効性を明らかにすることを目的し、2025 年度は研究対象事業所においてその効果について

検討した。 

【方法】福岡県下にある二箇所の社会福祉施設 A・Bを対象とした。対象者は、A施設および B施設

の従業員であり、合計 46名（A施設：27名、B施設：19名）とした。対象者に対してナッジ理論

を活用した労働災害防止策の効果を検討した。具体的には、転倒リスクが高い場所に人感センサー

を搭載した危険予知ライトを設置し、転倒リスクの低減効果を検証した。設置前後 1カ月の労働者

の危険認知と行動変容を質問紙調査により比較した．25項目の選択肢については 5段階でスコア化

し前後の得点を対応のある t検定で比較し更に多重性の問題にはボンフェローニ補正で評価した。

また、自由記載を設けテキストマイニング手法で評価した。 

【結果】設置後のアンケート結果では、危険予知ライト設置前後でスコアが有意に増加した項目

は、「関連する用具の使用」で、増加した項目は「労働者の危険認知」と「台や脚立の利用」，「足

腰を鍛える運動」と「改善を常に意識すること」であった。危険予知ライトは，危険認知を含む安

全意識を向上させ、転倒減少に関連する行動変容を促進することが示唆された。前に比べて作業者

の危険認識および安全に関する意識が全体的に向上する傾向が見られた。テキスト分析の結果にお

いて、設置後は「危険」「リスクマネジメント」「予防」「予知」といったポジティブな言葉が増加

し、「転倒」は「防げるもの」「対策できるもの」という認識が広がったことが分かった。 

【結論】危険予知ライトは，危険認知を含む安全意識を向上させ，転倒減少に関連する行動変容を

促進することが示唆された．ただし、今後において対照群を考慮しつつ長期的な効果の検証および

客観的指標であるヒヤリハット件数や災害発生数とした研究が必要である。本研究で転倒の危険回

避に対する視覚刺激の有効性が示唆されたことから、視覚刺激を用いた人感センサー搭載危険予知

ライトによるナッジ導入により、従業員の認識に変化がおき、英国 BITの MINDSPAC における

Salience（顕著性）のみならず、Affect（感情）に訴えかけることも可能となり、転倒災害防止の

ために応用できる可能性が示唆された。 

 

Ａ．研究目的 

 日本における労働災害による死亡者数は、長

期的に減少傾向にあるものの、転倒や腰痛とい

った作業行動に起因する休業 4 日以上の死傷

者数は、高年齢労働者の増加に伴い増加を続

けていると報告されている。特に社会福祉施設

においては、労働者が滑りやすい床や障害物の

多い環境で作業することが多く、転倒災害や腰

痛が頻発している 1)。これらの災害は、労働

者の健康や安全を脅かすだけでなく、職場全体
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の業務効率や環境にも悪影響を及ぼすため、労

働災害防止のための効果的な予防対策が喫緊

の課題として挙げられる。しかし、転倒災害の

発生メカニズムは、作業者の注意力や身体能

力、日常的な習慣など、個人に起因する要因が

密接に関係している場合が多い。また、比較的

軽度な災害として認識されやすいことから、従

来型の安全対策だけでは十分な効果が得られ

ていないのが現状である。規則や指導による強

制的な安全対策では、作業者の意識や行動の

持続的な変化を促すことが困難であり、従来の

方法に加えて新たなアプローチの導入が求め

られている。 

ナッジとは、本来「注意や合図のために人の

横腹を特にひじでやさしく押したり、軽く突い

たりすること」2)を指す言葉であり、政策手法

としては「行動科学の知見（行動インサイト）

の活用により、人々が自分自身にとってより良

い選択を自発的に取れるように手助けする政

策手法」3)と定義される。この方法は、規則や

罰則ではなく、選択環境を工夫することで個人

の意思決定に影響を与える点が特徴である。 

ナッジが注目を集めたきっかけは、2008 年

にリチャード・セイラーとキャス・サンスティ

ーンが発表した著書『Nudge』（邦訳：実践行動

経済学）である 2)。この書籍では、行動経済

学を基盤として、人々の非合理的な意思決定

や心理的要因を考慮し、望ましい行動を自然に

促す手法が提案された。 

2017 年には、リチャード・セイラーがノーベ

ル経済学賞を受賞し、ナッジの重要性がさらに

広く認識されるようになった。この受賞は、心

理学的要因が経済的意思決定に与える影響を

明らかにした功績によるものであり、ナッジが

政策や社会の多分野で応用可能であることを

示している 4)。 

本研究では、行動経済学を基盤とするナッジ

理論 5)を用いた労働災害防止策に着目した。

ナッジ理論は、Thalerと Sunsteinによって提

唱されたものであり、経済的なインセンティブ

や罰則を用いずに、個人の行動変容を促進する

手法として注目されている。この理論の特徴

は、規則や命令による強制ではなく、作業者自

身が安全で健康な行動を自主的に選択するよ

う誘導する点にある。ナッジ理論は、低コスト

かつ高い実用性を持つとされ、さまざまな分野

での応用が進んでいる。英国では、2010年に

内閣府内組織としてナッジユニット（The 

Behavioural Insights Team, BIT）が設立さ

れ、ナッジ理論の実用化が進められている。BIT

は、ナッジを適用する際のフレームワークとし

て「MINDSPAC」と呼ばれるチェックリスト型の

指針を提唱している 6)。この MINDSPAC は、

Messenger（伝達者）、Incentives（インセンテ

ィブ）、Norms（規範）、Defaults（初期設定）、

Salience（顕著性）、Priming（準備）、Affect

（感情）、Commitment（約束）、Ego（自己）と

いった要素を含んでおり、それぞれの特性を活

用することで行動変容を促進することが可能

である。本研究では、この MINDSPAC の要素の

うち、特に Salience（顕著性）に着目した。

Salienceは、人が目新しいものや自身に関係

がありそうなものに注意を向ける特性を指し

ており、視覚的な刺激を活用する労働災害防

止策として有用であると考えられる。また、ナ

ッジの具体的な導入手法として、英国 BIT で

は、「MINDSPACE」をよりシンプルで覚えやすく

するために、えられた知見を加えた新たなフレ

ームワークとして、「EAST」を提唱している。

EAST とは、Easy（簡単に）、Attractive（印象

的に）、Social（社会的に）Timely（タイムリ

ーに）の頭文字である。BIT は過去の研究結果

や実践から得られたエビデンスよりまとめたも

のであり、行動変容を促す方法について活用し

やすいようつくられたものである。本研究はこ

の「EAST」を中心に開発した。 

本研究では、福岡県内の高齢者福祉施設に

おいて、作業者を対象にナッジ理論を活用した

労働災害防止策の効果を検討した。具体的に

は、転倒リスクが高い場所に人感センサーを搭

載した危険予知ライトを設置し、転倒リスクの

低減効果を検証した。危険予知ライトは、障害

物に遮断されることなく一定範囲でライト付

近にいる作業者の動きを感知すると光を点滅

させ、視覚的に危険箇所を認識させる機能を持

つ。このライトは、瞳孔の対光反応を利用して
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作業者の注意を喚起する仕組みである。光の瞳

孔を介した刺激は自律神経系の活動のため7)、

無意識の中で行われ、作業の中断も少なく、注

意の持続といった過度の心理的負担にはなら

ない。 

本研究では、ライトの設置前後で作業者の危

険認識や行動の変化をアンケート調査により

測定し、その有効性を評価した。本研究の成果

は、転倒予防対策におけるナッジ理論の可能性

を示すとともに、労働災害防止策としての新た

なアプローチの方法を提案するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究対象施設 

研究対象施設は、福岡県内にある社会福祉

施設のＡおよびＢ施設とした。 

 

２．調査対象者 

調査対象者は、A施設および B 施設の従業 

員であり、合計 46名（A施設：27 名、B施

設：19名）を対象とした。調査対象者は、

対象施設で働く従業員であり職種は介護、看

護、事務職、リハビリ関係者、マネージャー

を含むすべての方を対象とした。 

A施設においては、介護職員１６名、看護

職員４名、事務職員１名、マネージャー２

名、リハビリ職員２名、管理職１名（重複あ

り）が含まれる。B施設においては、介護職

員１３名、看護職員２名、事務職員３名、マ

ネージャー１名、機能訓練指導員１名が含ま

れる。 

各施設の職員構成には重複がある可能性が

あるが、これにより対象者の幅広い職種をカ

バーし多角的な視点からの分析を行うことが

可能となった。 

 

３．調査場所の選定 

転倒リスクの評価対象として、施設内の特定

の作業区域を選定した。対象となる場所は、厨

房域、入浴施設域、洗濯作業域、および施設の

入口域である。これらの場所は、濡れた床や障

害物の存在、作業中の注意散漫などが転倒の

主な要因となる可能性が高いと考えられる。こ

れらの区域は、日常的に作業者が利用し、かつ

転倒災害が発生しやすいと報告されている場

所であるため、対象とした。 

 

４．危険予知ライトの機能と設置方法 

4.1 機能 

本研究で使用した危険予知ライト（RITEX製）

は、人感センサーとワイヤレス通信機能を搭載

した安全対策機器である。このライトは、セン

サーが作業者の動きを検知すると、自動的に白

色の光を点滅させる仕組みを持つ。白色の点滅

光は、視覚的な注意喚起として機能し、作業者

に危険箇所を認識させ、注意を喚起する。 

 

4.2 設置方法 

危険予知ライトの設置にあたっては、施設内

で転倒リスクが高いと判断される場所を特定

した。具体的には厨房域、入浴施設域、洗濯作

業域、施設の入口にライトを設置した。これら

のエリアは、滑りやすい床や障害物の存在が確

認されており、転倒リスクが高い場所として選

定した。各リスクの高い箇所に 1 台ずつライ

トを設置し、作業者が光を視認しやすい位置を

選定した。設置作業では、ライトが作業動線や

施設利用に支障をきたさないよう配慮しなが

ら、適切な高さや角度で固定した。また、ライ

トの白色光が周囲の環境で十分な視認性を確

保できるよう、設置場所の明るさや背景を考慮

して配置を行った。 

 

５．アンケート調査の内容 

本研究では、危険予知ライトの設置前後にお

ける従業員の危険認識や行動変化を評価する

ため、アンケート調査を実施した。アンケート

票は、従業員が日常的に感じる職場環境の危

険性や安全意識、転倒リスクに対する認識を多

角的に把握することを目的に作成された。アン

ケート内容は、基本情報、危険認識、日常行動、

安全対策の評価、および自由記述項目で構成

されている。(表 1 参照) 

 

5.1 基本情報 

回答者の属性を把握するために、性別、年齢、
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職種（介護職、看護職、事務職、管理職など）、

および担当フロア（厨房、入浴施設、共用エリ

アなど）を記入する項目を設けた。これにより、

職場環境の特性や従業員の職務に基づく危険

認識の違いを分析可能とした。 

 

5.2 危険箇所の認識 

職場内で危険を感じる箇所を特定するため

に、複数回答可能な選択形式の質問を設けた。

選択肢には、厨房、入浴施設、洗濯室、施設の

出入り口、階段などを含め、加えて「その他」

を選択できる自由記述欄を設けた。このセクシ

ョンでは、職場内の物理的環境に基づく危険認

識を定量的に把握することを目的とした。 

 

5.3 日常行動に関する意識 

日常業務における安全行動や意識を評価す

るため、具体的な行動項目に対して 5 段階評

価を求める質問を設けた。項目は、「職場内の

危険箇所を意識して行動している」「作業時に

適切な体勢を保つよう心掛けている」「定期的

にストレッチや運動を行っている」などで構成

されている。このセクションでは、従業員の自

己評価を通じて、安全行動の習慣化や安全意

識の程度を定量的に測定することを目的とし

た。特に、本研究ではこの 5 段階評価データ

に着目し、転倒予知ライト設置の前後で安全

行動の変化を分析した。 

 

表 2 五段階評価の詳細 

まった

くその

とおり

だ 

ま あ

そ う

だ 

どちら

ともい

えない 

あまり

そうで

ない 

まった

くそう

でない 

５ ４ ３ ２ １ 

 

5.4 安全対策の認識 

施設で提供されている安全教育や転倒防止

対策に関する認識を問う質問を設けた。回答者

が過去に参加した安全研修や、施設内の安全

対策に対する満足度を評価する形式とした。ま

た、「現場で実施している安全対策のうち、特

に有効と感じるもの」についての自由記述欄を

設け、安全対策への主観的な評価も収集した。 

 

5.5 連想する語の調査 

「転倒」「転倒防止」「防止」というキーワー

ドに関連して連想する語を記述する形式の質

問を設けた。この自由記述項目では、回答者が

これらの語に対してどのような印象やイメージ

を抱いているかを把握することを目的とした。

設置前後で記述内容を比較することで、危険

認識や防止策に対する意識の変化を定性的に

分析した。本研究では特に、この「連想する語」

に着目し、回答者の転倒リスク認識の変化や、

転倒予防策に対する意識の高まりを評価した。 

 

６．分析方法 

本研究では、転倒予知ライトの設置前後にお

ける作業者の危険認識および行動変容を評価

するため、収集したアンケート結果を統計解析

およびテキスト分析を用いて多角的に解析し

た。解析の手順は以下の通りである。 

まず、アンケートにおける 5 段階評価項目

について、回答の平均値、標準偏差などの基本

統計量を算出し、設置前後の変化を把握した。

次に、設置前後で回答に有意な差があるかを検

証するため、対応のある t 検定を実施した。

有意水準は p < 0.05（両側）に設定した。更

に多重性の問題にはボンフェローニ補正で評

価した。 

自由記述形式の回答に関しては、形態素解

析ツールを使用してテキストデータを分析し

た。頻出キーワードを抽出し、設置前後での変

化を比較することで、従業員の意識や認識の変

化を評価した。データ解析には IBM SPSS 

Statistics（ver.27）を使用し、統計解析を実

施した。また、テキストデータの解析には

UserLocal テ キ ス ト マ イ ニ ン グ ツ ー ル

（https://textmining.userlocal.jp/）を用

い、形態素解析およびキーワード抽出を行っ

た。 

これにより、定量的なデータと自由記述デー

タの両面から、転倒予知ライトの設置が作業者
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の危険認識や行動変容に与える影響を評価し

た。なお、収集したデータは、産業医科大学倫

理委員会にて承認を得た方法にて回答者のプ

ライバシー保護のための匿名化を行い、研究目

的に即した方法で厳密に管理した。また、解析

過程においては倫理的配慮を徹底し、研究の公

正性を確保した。 

 

７．倫理面への配慮 

本研究の実施にあたっては、産業医科大学倫

理委員会に申請し許可を得た（ER24-009）。 

 

Ｃ．研究結果 

表 3 には分析結果まとめを、図 1,2 には、

ナッジ導入前後におけるアンケート結果の五

段階評価の平均値を、テキスト分析の結果は図

3,4,5 に示した。 

ナッジ導入後のアンケート結果では、作業者

の危険認識および安全に関する意識が全体的

に向上する傾向が見られた。特に、「2.職場内

の危険な場所について理解している」「14.棚の

上のものを取るときは台や脚立を用いる」「15.

スクワット等の要素を含む足腰を鍛える運動

を行っている」「25.職場の危険に対応するため

の改善策を常に考えている」といった項目では、

統計的に有意な差が確認された。これにより、

危険予知ライトを使用したナッジが、従業員の

安全意識と行動に対して肯定的な影響を与え

る可能性が示唆された。 

さらに、テキスト分析の結果において、「転

倒防止」「防止」では「滑り止め」「見守る」か

ら「安全」「注意」など予防行動に関する項目

が増加している。「転倒」という語に対しても

設置前の回答には、「剥離」や「外傷」、「手術」

などのネガティブな印象や「事故」などの危な

いもの、防げないものというイメージが多く含

まれていた。 

一方、設置後は「危険」「リスクマネジメン

ト」「予防」「予知」といったポジティブな言葉

が増加し、「転倒」は「防げるもの」「対策でき

るもの」という認識が広がったことが分かった。  

このように、ナッジ導入により従業員の認識

に変化がおき、英国 BITの MINDSPAC における

Salience（顕著性）のみならず、Affect（感情）

に訴えかけることも可能となり、安全への意識

が高まる可能性が示唆された。 

 

Ｄ．考察 

本研究の結果、ナッジ理論を活用した危険予

知ライトの導入が、従業員の危険認識や危険

回避行動に対して有意な効果をもたらす可能

性が示唆された。具体的には「2.職場内の危険

な場所について理解している」「14.棚の上のも

のを取るときは台や脚立を用いる」「15.スクワ

ット等の要素を含む足腰を鍛える運動を行っ

ている」「25.職場の危険に対応するための改善

策を常に考えている」といった項目で有意な差

が認められ、特にナッジ導入後には従業員の危

険認識が向上し、普段意識しにくいリスクに気

づきやすくなることが示唆された。このことか

ら視覚的な刺激により、従業員の安全意識が

向上し、普段意識しにくいリスクを認識しやす

くなることの可能性が確認された。 

この研究結果は、視覚的な刺激（本研究では

危険予知ライト）が従業員の注意を引き、行動

変容を促進するという点については、既存の研

究とも一致している。例えば、Hollandsら（2013）

は、健康的な食品選択肢を目立たせることで消

費者の選択行動を変化させる実験を行い、視

覚的刺激が行動に与える影響の有効性を示し

た 5)。また、MINDSPACE フレームワークにお

ける「Salience（顕著性）」の概念にも基づき、

物理的特徴や視覚的な変化を通じて人々の注

意を引き、行動を変化させることが示唆されて

いる 6)。 

しかしながら、今回の研究にはいくつかの限

界点がある。まず、調査対象者が限られた施設

内の従業員 46 名にとどまったため、少数の意

見がデータ全体に与える影響が大きい点が挙

げられる。このことは、結果の信頼性を一定程

度制約する要因となった。さらに今回の研究は

ナッジ導入からアンケート実施までの期間が

約 1 か月間であったため、短期的な効果のみ

に焦点が当てられており、長期的な効果につい

ての検証が不足している。 

今後の研究では、調査対象施設や対象者を
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さらに拡大し、より多様なサンプルを収集する

ことでデータの精度と信頼性を向上させる必

要がある。また、ナッジ導入後の長期的な影響

について調査し、時間経過による安全意識や行

動変化の持続性を評価する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、転倒予知ライトを活用したナッ

ジ理論に基づく労働災害防止策の有効性につ

いて検討を行った。具体的には、福岡県内の高

齢者福祉施設を対象に、人感センサーを搭載

した転倒予知ライトを転倒リスクが高い箇所

に設置し、その効果をアンケート調査および統

計解析によって評価した。 

研究の結果、危険予知ライトの導入によっ

て、作業者の危険認識が向上し、危険回避行動

が促進されることが明らかとなった。特に、視

覚的な刺激である光の点滅が作業者の注意を

喚起し、危険箇所の存在を直感的に認識させ

る効果を有していることが確認された。また、

ライト設置後には「職場内の危険な場所につい

て理解している」「安全行動を意識する」とい

った項目で有意な改善が見られ、ナッジ理論の

有効性を示唆する結果が得られた。  

さらに、テキスト分析では、「転倒」「防止」

といったキーワードに関する認識がポジティブ

な方向に変化していることが明らかになった。

これにより、転倒予防対策が単なる規則や指導

による安全対策を超え、作業者の意識変容や

行動変化を促す重要な手法となる可能性が示

唆された。 

一方で、調査対象が限定的であることや、ラ

イト設置からアンケート実施までの期間が単

一期間にての評価にとどまったことなど、研究

にはいくつかの限界点が存在した。これらの点

を踏まえ、今後の研究では調査対象や期間を拡

大し、より多角的かつ長期的な効果の検証を行

うことが求められる。 

本研究を通じて得られた知見は、転倒災害を

含む労働災害の予防において、ナッジ理論を活

用した新たなアプローチの可能性を示すもの

である。特にこの光の点滅による対光反応は、

瞳孔の瞳孔括約筋および瞳孔散大筋は自律神

経により支配されており、疲労や年齢による影

響は比較的受け難いと言われている。今後、光

の点滅による対光反応は高年齢労働者が増加

し続けることを考慮すると、新たな予防アプロ

ーチとしてナッジ活用の有効性が期待される。 

 

Ｆ．健康危険情報 

総括研究報告書にまとめて記載。 

 

Ｇ．研究発表  

1.論文発表 

Shibata K, Souji T, Iwasawa S, Miyauchi 

H. Hazard Warning Lights as a Nudge to 

Promote Workers’Safety Awareness and Fall 

Hazard Avoidance: A Pilot Study. 日本職

業・災害医学会会誌 73(6) 177-185, 2025.  

 

2.学会発表 

長木駿斗、荒尾真優、庄司卓郎、柴田国夫、宮

内博幸．2024 年 第 42 回産業医科大学学会. 

転倒予知ライトを活用した危険回避行動の誘

発についての研究． 

 

長木駿斗、荒尾真優、庄司卓郎、宮内博幸．

2024年 第 63回日本労働衛生工学会. 転倒予

知ライトを活用したナッジについての研究． 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

1.特許取得 

 特に無し 

   

2.実用新案登録 

 特に無し 

   

3.その他 

特に無し 
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表 3 分析結果まとめ 
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図 1 全質問の 5 段階評価平均 
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図 2 有意差が見られた質問に対しての 5段階評価平均(＊ p<0.05) 

 

 

 

 

 

a)ナッジ導入前のテキスト分析結果   b)ナッジ導入後のテキスト分析結果 

図 3 「転倒」テキスト分析結果 

 

 

 

 

a)ナッジ導入前のテキスト分析結果   b)ナッジ導入後のテキスト分析結果 

図 4 「転倒防止」テキスト分析結果 
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a)ナッジ導入前のテキスト分析結果   b)ナッジ導入後のテキスト分析結果 

図 5 「防止」テキスト分析結果 

 

 

 

  


